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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】 

 平成18年２月27日付で提出した有価証券届出書の記載事項のうち、未定であった事項が決定いたしました。また、上記有価証券

届出書と同日付で提出した臨時報告書の記載事項を訂正するために平成18年３月14日付で臨時報告書の訂正報告書を提出いたしま

した。これらに関する事項を訂正するために有価証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 証券情報 

第１ 募集要項 

１ 新規発行新株予約権付社債（短期社債を除く。） 

（新株予約権付社債に関する事項） 

第二部 追完情報 

Ｉ 臨時報告書の提出 

  

添付書類 

・平成18年３月14日付の当会社取締役会議事録及び当会社定款を添付書類に追加します。 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

 



第一部【証券情報】 

  

第１【募集要項】 

  

１【新規発行新株予約権付社債（短期社債を除く。）】 

  （訂正前） 

 （注）10 当会社と割当予定先との関係等は以下のとおりである。 

  

  

  

  （訂正後） 

 （注）10 当会社と割当予定先との関係等は以下のとおりである。 

  

  

  

 

［前略］ 

当会社との
関係 

出資関係 

当会社が保有している割当予
定先の株式の数 

該当事項なし（注）１

割当予定先が保有している当
会社の株式の数 

18,400株（注）１

取引関係等 該当事項なし

人的関係等 該当事項なし

［後略］ 

［前略］ 

当会社との
関係 

出資関係 

当会社が保有している割当予
定先の株式の数 

該当事項なし（注）１

割当予定先が保有している当
会社の株式の数 

18,400株（注）１

取引関係等 該当事項なし

人的関係等 該当事項なし

本新株予約権付社債の保有に関する事項 
割当予定先は当会社との間で、本新株予約権付社債を当
会社以外の第三者に譲渡することができない旨を約して
いる。 

［後略］ 



（新株予約権付社債に関する事項） 

  （訂正前） 

  

  （訂正後） 

  

 

新株予約権の行使時

の払込金額 

［前略］ 

２ 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額（以下「転換価額」とい

う。）については、平成18年３月14日に開催予定の取締役会において時価を勘案したう

えで、決定する予定。ただし、転換価額は本欄第３項または第４項に定めるところに従

い修正または調整されることがある。 

  ３ 転換価額の修正 

  ［中略］ 

  

ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が当初転換価額の50％（以下「下限転換価

額」という。ただし、本欄第４項による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転

換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の200％（以下「上限転換

価額」という。ただし、本欄第４項による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後

転換価額は上限転換価額とする。 

  ［後略］ 

新株予約権の行使時

の払込金額 

［前略］ 

２ 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額（以下「転換価額」とい

う。）については、当初206円とする。ただし、転換価額は本欄第３項または第４項に

定めるところに従い修正または調整されることがある。 

  ３ 転換価額の修正 

  ［中略］ 

  

ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が103円（以下「下限転換価額」という。

ただし、本欄第４項による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限

転換価額とし、修正後転換価額が412円（以下「上限転換価額」という。ただし、本欄

第４項による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とす

る。 

  ［後略］ 



第二部【追完情報】 

  

Ⅰ 臨時報告書の提出 

  （訂正前） 

(ⅱ）当社は、証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号の規定

に基づく、臨時報告書を平成18年２月27日に関東財務局長に提出しております。 

その報告内容は次のとおりであります。 

当社は、平成18年２月27日開催の取締役会において次のとおり、第１種優先株式、第２種優先株式及び第３種優先株式の発

行を決議いたしました。なお、当該決議は、平成18年３月14日開催予定の当社臨時株主総会において優先株式発行に関わる

定款変更が承認されることを条件としております。 

  

  （訂正後） 

(ⅱ）当社は、証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第２号の規定

に基づく、臨時報告書を平成18年２月27日に、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書を平成

18年３月14日に関東財務局長に提出しております。なお、下記の報告内容はかかる臨時報告書の訂正報告書の内容を織り込

んで作成しております。 

その報告内容は次のとおりであります。 

当社は、平成18年２月27日開催の取締役会において次のとおり、第１種優先株式、第２種優先株式及び第３種優先株式の発

行を決議いたしました。 

  

１ 第１種優先株式 

(12）優先株式の内容 

（訂正前） 

⑦ 普通株式への転換予約権 

［中略］ 

ｂ．転換の条件 

 第１種優先株式は、上記ａ．の期間中、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、当会社普通株式に転換

することができる。 

(a）当初転換価額 

 当初転換価額は、平成18年３月６日（当日を含む。）から同月10日（当日を含む。）までの取引日（ただし、終値

（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値（円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を切り上げる。）とする。 

(b）転換価額の修正 

 第１種優先株式の発行後、平成18年５月を初回とする毎月第１金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、

転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合

には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所

における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(c）で定め

る転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、第１種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値

に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が当初転換価額の50％（以下「下限転換価額」という。た

だし、下記(c）による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が当

初転換価額の200％（以下「上限転換価額」という。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を上回る場合には、修正

後転換価額は上限転換価額とする。 

［中略］ 

⑩ 停止条件 

 第１種優先株式の発行は、第１種優先株式の要項の記載内容に従った当会社定款の変更が当会社株主総会において承認さ

れることを条件とする。 

 



（訂正後） 

⑦ 普通株式への転換予約権 

［中略］ 

ｂ．転換の条件 

 第１種優先株式は、上記ａ．の期間中、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、当会社普通株式に転換

することができる。 

(a）当初転換価額 

 当初転換価額は、206円とする。 

(b）転換価額の修正 

 第１種優先株式の発行後、平成18年５月を初回とする毎月第１金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、

転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は

除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」とい

う。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円

位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時

価算定期間内に、下記(c）で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、第１種優先株式の要項

に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が103円（以下「下限転換

価額」という。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修

正後転換価額が412円（以下「上限転換価額」という。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を上回る場合には、修

正後転換価額は上限転換価額とする。 

［中略］ 

⑩の全文削除 

  

(13）割当予定先の概要 

（訂正前） 

  

 （注） 資本の額、大株主および出資関係の欄は、平成18年２月20日現在のものである。 

  

 

［前略］ 

割当先
の内容 

［中略］

資本の額 96,307,750,000円（注）

［中略］

大株主 
株式会社日興コーディアルグループ    51％ 
Citigroup Global Markets Holdings GmbH 49％（注） 

当会社
との関
係 

出資
関係 

当会社が保有している割当先の株式数 該当事項なし（注）

割当先が保有している当会社の株式数 18,400株（注）

［中略］

当該株式の保有に関する事項についての取決めの内容
割当先は当会社との間で、第１種優先株式を当会社以外の
第三者に譲渡することができない旨を約している。 



（訂正後） 

  

 （注）１ 資本の額、大株主および出資関係の欄は、平成18年２月20日現在のものである。 

 （注）２ 日興シティグループ証券株式会社による第１種優先株式の買取については、平成18年２月27日の当会社取締役会におい

て決議された第２種優先株式及び第３種優先株式の発行並びに同年２月27日及び３月14日の当会社取締役会において決

議された第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行に関し、第２種優先株式及び第３種優先株式については株式

会社りそな銀行により、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債については日興シティグループ証券株式会社によ

り、それぞれ適法且つ有効に買い取られることを条件としている。したがって、第２種優先株式及び第３種優先株式又

は第１回無担保転換社債型新株予約権付社債のいずれかが適法且つ有効に買い取られず、または払込期日までに買い取

られないことが明白となった場合は、日興シティグループ証券株式会社による買取は行われないこととなる。 

  

２ 第２種優先株式 

(12）優先株式の内容 

（訂正前） 

⑧ 普通株式への転換予約権 

［中略］ 

ｂ．転換の条件 

 第２種優先株式は、上記ａ．の期間中、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、当会社普通株式に転換

することができる。 

(a）当初転換価額 

 当初転換価額は、平成18年３月６日（当日を含む。）から同月10日（当日を含む。）までの取引日（ただし、終値

（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値（円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を切り上げる。）とする。 

  

 

［前略］ 

割当先
の内容 

［中略］

資本の額 96,307,750,000円（注）１

［中略］

大株主 
株式会社日興コーディアルグループ    51％ 
Citigroup Global Markets Holdings GmbH 49％（注）１ 

当会社
との関
係 

出資
関係 

当会社が保有している割当先の株式数 該当事項なし（注）１

割当先が保有している当会社の株式数 18,400株（注）１

［中略］

当該株式の保有に関する事項についての取決めの内容

割当先は当会社との間で、第１種優先株式を当会社以外の
第三者に譲渡することができない旨を約している。 
  
割当先は当会社との間で、発行日から２年間において第１
種優先株式を譲渡する場合及び第１種優先株式を普通株式
に転換し、かかる普通株式を譲渡する場合には、その旨を
当会社に報告する旨を約している。 



(b）転換価額の修正 

 平成19年11月１日以降の毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当

日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日

までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普

通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」と

いう。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(c）で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転

換価額は、第２種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後

転換価額が当初転換価額の50％（以下「下限転換価額」という。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を下回る場

合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の200％（以下「上限転換価額」という。

ただし、下記(c）による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 

［中略］ 

⑪ 停止条件 

 第２種優先株式の発行は、第２種優先株式の要項の記載内容に従った当会社定款の変更が当会社株主総会において承認さ

れることを条件とする。 

  

（訂正後） 

⑧ 普通株式への転換予約権 

［中略］ 

ｂ．転換の条件 

 第２種優先株式は、上記ａ．の期間中、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、当会社普通株式に転換

することができる。 

(a）当初転換価額 

 当初転換価額は、206円とする。 

(b）転換価額の修正 

 平成19年11月１日以降の毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当

日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない

場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取

引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨

てる。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(c）で定める転換価額の調整

事由が生じた場合には、修正後転換価額は、第２種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。た

だし、かかる算出の結果、修正後転換価額が103円（以下「下限転換価額」という。ただし、下記(c）による調整を受け

る。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が412円（以下「上限転換価額」とい

う。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 

［中略］ 

⑪の全文削除 

  

 



(13）割当予定先の概要 

（訂正前） 

  

  

  

（訂正後） 

  

  

  

 

［前略］ 

当該株式の保有に関する事項についての取決めの内容
2007年９月30日までは割当先は当会社との間で、第２種優
先株式を当会社以外の第三者に譲渡することができない旨
を約している。 

［後略］ 

［前略］ 

当該株式の保有に関する事項についての取決めの内容

割当先は当会社との間で、当会社が日興シティグループ証
券株式会社から(i）同社が第１回無担保転換社債型新株予
約権付社債に付された全ての新株予約権の行使が完了し、
又は同社債の全てが償還された後に同社の裁量により指定
した日付で行われる通知、及び（ii）第１種優先株式のす
べてが当会社により買い受けられ、消却されもしくは償還
され、又は当会社の普通株式に転換された後、日興シティ
グループ証券株式会社の裁量により指定した日付で行われ
る通知の両方を受領した日又は平成19年９月30日のいずれ
か先に到来する日までは、日興シティグループ証券株式会
社による事前の書面による承諾を得ることなく、第２種優
先株式を当会社以外の第三者に譲渡することができない旨
を約している。 
  
割当先は当会社との間で、発行日から２年間において第２
種優先株式を譲渡する場合及び第２種優先株式を普通株式
に転換し、かかる普通株式を譲渡する場合には、その旨を
当会社に報告する旨を約している。 

［後略］ 



３ 第３種優先株式 

(12）優先株式の内容 

（訂正前） 

⑧ 普通株式への転換予約権 

［中略］ 

ｂ．転換の条件 

 第３種優先株式は、上記ａ．の期間中、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、当会社普通株式に転換

することができる。 

(a）当初転換価額 

 当初転換価額は、平成18年３月６日（当日を含む。）から同月10日（当日を含む。）までの取引日（ただし、終値

（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値（円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を切り上げる。）とする。 

(b）転換価額の修正 

 平成22年４月１日以降の毎年４月１日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日

を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日ま

での５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」とい

う。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(c）で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換

価額は、第３種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後転

換価額が当初転換価額の50％（以下「下限転換価額」という。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を下回る場合

には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の200％（以下「上限転換価額」という。た

だし、下記(c）による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 

［中略］ 

⑪ 停止条件 

 第３種優先株式の発行は、第３種優先株式の要項の記載内容に従った当会社定款の変更が当会社株主総会において承認さ

れることを条件とする。 

  

 



（訂正後） 

⑧ 普通株式への転換予約権 

［中略］ 

ｂ．転換の条件 

 第３種優先株式は、上記ａ．の期間中、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、当会社普通株式に転換

することができる。 

(a）当初転換価額 

 当初転換価額は、206円とする。 

(b）転換価額の修正 

 平成22年４月１日以降の毎年４月１日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日

を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場

合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引

所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(c）で定める転換価額の調整事

由が生じた場合には、修正後転換価額は、第３種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただ

し、かかる算出の結果、修正後転換価額が103円（以下「下限転換価額」という。ただし、下記(c）による調整を受け

る。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が412円（以下「上限転換価額」とい

う。ただし、下記(c）による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 

［中略］ 

⑪の全文削除 

  

(13）割当予定先の概要 

（訂正前） 

  

  

  

（訂正後） 

  

  

  

  

  

［前略］ 

当該株式の保有に関する事項についての取決めの内容
2007年９月30日までは割当先は当会社との間で、第３種優
先株式を当会社以外の第三者に譲渡することができない旨
を約している。 

［後略］ 

［前略］ 

当該株式の保有に関する事項についての取決めの内容

割当先は、当会社が日興シティグループ証券株式会社から
(i）同社が第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付
された全ての新株予約権の行使が完了し、又は同社債の全
てが償還された後に同社の裁量により指定した日付で行わ
れる通知、及び(ⅱ）第１種優先株式のすべてが当会社に
より買い受けられ、消却されもしくは償還され、又は当会
社の普通株式に転換された後、日興シティグループ証券株
式会社の裁量により指定した日付で行われる通知の両方を
受領した日又は平成19年９月30日のいずれか先に到来する
日までは、日興シティグループ証券株式会社による事前の
書面による承諾を得ることなく、第３種優先株式を当会社
以外の第三者に譲渡することができない旨を約している。 

［後略］ 

以上
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